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音声対話システムにおけるスケーラビリティ評価モデルの検討

荒 金 陽 助† 下 川 清 志†† 金 井 敦†

モバイル環境において，情報検索など利用者の目的を達成するためのインタフェースとして音声
対話システムが注目されている．本論文では，サーバ処理能力と完全重複ユーザ数を求めることで，
サーバ認識型音声対話システムのシステムスケーラビリティを推定する手法を提案する．サーバ処理
能力は t 検定によって検出される応答間隔の飽和および，一定割合の遅延時間が要求値を超えないこ
との双方を満たすように算出される．一方，完全重複ユーザ数は，対象とするサービスの音声対話に
おけるユーザの発話間隔および想定する同時接続ユーザ数より算出される．そして，サーバの応答遅
延時間による補正発話間隔を算出し，サーバ処理能力とによってサービスに必要なサーバ台数である
スケーラビリティが推定される．提案モデルの適用可能性を検証するために，“レストラン検索” お
よび “駐車場検索” をサービス例とした実験評価を行い，サービス要件に応じたシステムスケーラビ
リティ推定の可能性を示した．

A Study for a Scalability Evaluation Model of Spoken Dialogue System

Yosuke Aragane,† Kiyoshi Shimokawa†† and Atsushi Kanai†

In mobile environment, spoken dialogue system is suitable for input system to solve user
needs such as information retrieval services. This paper proposed a system scalability evalu-
ation method for server recognition type of spoken dialogue system. To estimate the system
scalability, we focus our attention on server processing performances and completed overlap-
ping user number. To estimate the server processing performances, we use the t-test value
of server response interval saturation and the response delay time threshold. On the other
hand, the completed overlapping user number is estimated by the utterance interval of target
spoken dialogue services and suppositious overlapping connection user number. The utterance
interval is revised by server response delay. Using these parameters, the system scalability
of necessary server number for the service is estimated. To verify the usability of proposed
method, we make experimental evaluation for example services, a restaurant search service
and a parking search service. As a result of experimental evaluation, we indicate the usability
of our method to estimate the scalability depend on the service requirement.

1. は じ め に

インタフェースとしての音声は，入出力にともなう

注視や手操作を必須としないことから，複合作業下の

インタフェースとしての有効性が指摘されており1)，

カーナビゲーションシステムをはじめとしたモバイル

端末に利用されている2)～5)．しかしながら入力インタ

フェースとしての音声の課題として，選択肢である認

識語彙をユーザに伝えることの困難性があげられてお

り，インタラクションによってユーザ発話の誘導を行

う音声対話が注目されている6)．
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モバイル環境において音声対話インタフェースを実

現させるためのシステム構成は，最も処理の重い音声

認識エンジンを実装する位置によって，大きく分けて

VoiceXMLに代表される端末認識型と CTIシステム

に代表されるサーバ認識型が存在する．サーバ認識型

では，潤沢な CPUパワーやメモリ容量を利用可能で

あることから大語彙認識における高認識率や多くの

ユーザ数に対する処理が期待できるとともに，Web上

の情報7) など他システムとの連携が容易であるといっ

た長所が存在する一方，通信費が必要であることや通

信遅延が不可避であるといった短所が存在する．また

端末認識型では，限られた CPUパワーやメモリ容量

による認識語彙数の制限や，音声認識に関わる他シス

テムとの連携が困難であるなどの短所がある一方，音

声認識時の通信料が不要であることや，高速な反応が

可能であるといった長所が存在する．したがって，対
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象とするサービスによって適切な方式を選択する必要

がある．ところで，携帯端末は組み込み機器であるこ

とが多く，その性能やリソースには一定の制限が存在

するため，高度な音声対話を実現することが困難であ

る．しかしながら，20 程度の語彙の単語認識であり

ながらも低廉な通信料が可能となるために端末認識型

を利用するサービスに優位性が存在した2)．ところが，

第三世代無線通信網の定額化の実現により，サーバ認

識型の通信料に関わる短所が消失しつつあり，大規模

ユーザ数への対応が可能であることや柔軟な音声対話

が可能という長所がクローズアップされてきている．

音声対話については，システム挙動によるユーザの

発話回数や発話時間の検討8)など様々な研究がなされ

ているが，昨今は，対話システムにどのような振舞い

をさせるかという中身の問題よりは，それをどう実装

するのか，といった問題が議論されており9)，たとえ

ばシステムのモジュール化の検討10) や，対話記述方

式の検討11),12)，システムアーキテクチャの検討13),14)

などがなされている．

一方，大規模ユーザに対応したサーバシステムの構

築を検討する場合には，複数台のサーバを用いたサー

バ間負荷分散による処理能力の向上や故障回避が行わ

れることが多い15),16)．このような負荷分散システム

を検討するためには，(1)サービス性を考慮して負荷

分散するサーバ台数などのシステム規模を推定し，(2)

サービス性やシステム規模などに応じたサーバ間負荷

分散手法を検討し，(3)運用開始後に需要が増大する

ことを視野に入れて負荷検知手法およびそれに応じた

サーバ増設手法の検討を行うことが必要である．(2)

の負荷分散手法については，多数のサービス要求を複

数のサーバに効率良く割り振ることを目的として多く

の先行研究がなされており，DNS ラウンドロビンや

最小負荷サーバ選択法，コンテンツ識別アドレスによ

る選択法，ハッシュ&スライドによる選択法など多数

の手法が提案されている17),18)．また，サービス開始

後のサーバ増設に関する (3)についても様々な研究が

なされており，ミッションクリティカルなシステムな

どにおいて CPU稼働率やネットワーク帯域に応じて

短時間にサーバの増設・削減が可能な手法などが提案

されている19)～21)．

しかしながら，サービス開始時のイニシャルコスト

算出に必要となる (1)については，“新規サイト開設時

にどの程度の負荷が発生するかは予測困難である”と

いわれており19)，Webサーバなどの負荷分散評価に

おけるシミュレーション検討はなされているが22),23)，

サーバ型音声対話システムにおける検討はほとんどな

されていない．菊池らは処理時間などのシステム処理

性能に着目した研究を行っているが24)，その目的は効

率的な対話戦略の選択であり，サービスの要求を満た

すために音声対話サーバが何台必要であるかなどのシ

ステムスケーラビリティについては言及されていない．

また田熊らによる並列処理型計算機を用いて効率的な

システム構成の検討が行われているが25)，サービス

全体としてのスケーラビリティについては議論されて

いない．現在のサービスの現場においては，音声対話

サーバの負荷が重く複雑なこともあり，メモリ消費量

や CPU稼働率などのシステム稼働率が 80%を超えた

場合に増設を行う，といった対症療法が主流である．

そこで本論文では，カーナビゲーション装置などの

モバイル端末を対象とした，数百レベルの大規模ユー

ザへのサーバ認識型音声対話サービスを実現するシ

ステムに対する，サービス導入時のスケーラビリティ

評価モデルを提案することを目的とする．以下，2章

では本論文で議論する音声対話およびそのシステム，

スケーラビリティの定義などについて説明し，3章で

サーバ認識型音声対話システムスケーラビリティ評価

モデルを提案する．4章では，特にカーナビゲーショ

ン装置でのサービスとして採用例の多い3),4),26)，レス

トラン検索および駐車場検索を用いて提案モデルの実

現性検証を行い，5章で本論文をまとめる．

2. 音声対話システムのスケーラビリティ

本章では，本論文で議論する音声対話の対話フロー

および音声対話システムについて説明するとともに，

議論対象とするスケーラビリティを定義し，スケーラ

ビリティに影響を与える因子を示す．

2.1 音声対話フロー

音声対話はあるタスクを実現するために行われる．

タスクとはレストラン検索や時刻表検索など，ユーザ

の求める情報を，ユーザの示す前提条件をもとに検索

する形をとることが多い．音声対話は，1対 1の対話

とグループでの対話，および一方が他方に仕事を依頼

する司令型対話と対話を継続することそのものが目的

となる相互交流型の対話に分類できるが9)，本論文で

は，モバイル環境を対象とすることから，ユーザがシ

ステムに対して情報検索などを行う “1対 1の対話”か

つ “指令型対話”を対象として議論する．この場合，シ

ステムは情報を検索するのに十分な条件をユーザ発話

より取得する必要があり，このために音声対話によっ

て必要な情報をユーザから引き出していく．条件項目

を並べ，ユーザに入力してもらう形態が最も単純であ

るが，最近の研究では “ユーザにとって自明の内容は
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図 1 検索型音声認識の典型的な対話フロー
Fig. 1 Typical dialogue flow for information retrieval type

of spoken dialogue system.

図 2 対象とするシステムの構成
Fig. 2 An architecture of target systems.

可能な限り尋ねないようにする”などのインテリジェ

ントなシステムも提案されている．また，音声対話の

フローを司るシナリオ構築を容易にするための研究も

なされている12)．

ここで検索型音声対話の典型的な対話フローを図 1

に示す．システムはユーザ発話の内容に従ってレスポ

ンス（多くは質問と確認）の内容を変化させ，少ない

やりとりで条件を聞き出そうとする．100%の音声認

識率を確保することが困難なため，ユーザ発話に対す

る認識結果については，逐次ユーザに確認することで

認識結果を確定するフローとなっている．

2.2 システム構成

本論文では，図 2 に示すような構成を持つシステ

ムを議論の対象として考える．図 2 では音声データ

の伝達方法を，一般的な CTI（Computer Telephony

Integration）で主流となっている音声回線ではなく，

データ回線（インターネット経由）としている．これ

は，(1) CTIにおいても VoIPを利用した効率的なシ

ステム構築が始まっていること27)，(2) カーナビゲー

ションシステムなどのモバイル環境においては音声だ

けではなく，検索結果などのデジタルデータをあわせ

て扱うマルチモーダルインタフェースが重要であるこ

とによる28)，電話回線とデータ回線の 2 回線を必須

とする不効率なシステム構成を避けるためである．以

下では図 2 に示すシステム動作の流れと構成要素を説

明する．

ユーザの発話は通信によって負荷分散装置に伝達さ

れ，負荷分散装置は複数のサーバから適切なものを選

びユーザの処理を割り振る．ユーザの音声が割り当て

られたサーバで音声認識された時点でサービスが特定

され，音声対話が開始される．サーバでは，サービス

の音声対話シナリオに従って，ユーザの意図（たとえ

ば検索したいレストランの種別や場所）を取得するた

めに，ユーザの発話を引き出す質問を音声合成を用い

てユーザに通知する．サービスが完了するために十分

な情報が入力された段階で音声対話を終了する．

次に，システムの各構成要素について説明する．

Scenario Processing Module サービスのシナ

リオに従って，音声認識結果に対する出力（音

声合成など）を決定し，音声合成処理などを利用

してユーザに通知する．

Voice Recognition / Voice Synthesis Module

端末から送信されるユーザ発話を認識するととも

に，Scenario Processing Module からの指示に

従ってユーザに通知する音声の合成処理を行う．

Load Balancing Module 端末から送信される

ユーザの要求を複数のサーバに割り振ることで，

負荷分散を実現する．

Communication Module 端末側とサーバ側に設

置され，主に音声（ユーザ発話および合成音声）

のやりとりを行う．本論文では，無線通信メディ

アとしては，移動環境下での一定帯域確保という

観点から第三世代携帯電話網を利用することと

する．

Client Processing Module ユーザに対する入出

力インタフェースを，マイクとスピーカを利用し

て制御する．

Microphone / Speaker ユーザに対するインタ

フェースとなる．



2272 情報処理学会論文誌 Sep. 2005

図 3 入力応答の流れ
Fig. 3 A sequence from user utterance to system response.

2.3 音声対話システムにおけるスケーラビリティ

本論文で議論するスケーラビリティとは，“ある音

声対話サービスに関して，x 人のユーザのアクセスを

処理可能なサーバ台数 = y 台を求めること”と定義

する．音声対話では，ユーザの意図を取得するために

“1 回以上のユーザの音声入力とそれに対するシステ

ム応答”を繰り返す．本論文では，音声対話が開始さ

れてからシステムがユーザの意図を取得して音声対話

が終了するまでをタスク，1回の “ユーザの音声入力

とそれに対するシステム応答”を入力応答と呼ぶこと

とする．

音声対話システムは電話の呼処理29) などと比較し

て，図 1 に示すように，音声認識・合成や音声対話処

理など 1タスクの処理に必要となるシステム負荷が比

較的大きいことに特徴がある．音声対話サービスを提

供する際には需要に応じたシステムを構築することが

必要であるが，これらの対話処理中の負荷も考慮した

システムスケーラビリティ評価が重要である．

ここで，本論文が対象とする音声対話システムの入

力応答における時間に沿った処理の流れを図 3に示す．

ユーザ発話の開始と同時にその音声は逐次エンコー

ドされ，パケットとして連続してサーバに送信される．

サーバでは，受信したパケットから逐次音声認識処理

を開始し，その音声認識結果と対話シナリオに従って，

シナリオ遷移や音声合成などの対話処理を行う．合成

された応答音声は端末に送信され，端末で再生される

ことでユーザに通知される．ユーザは，サーバからの

応答音声に応じて次の発話内容を思考し，次の入力応

答に遷移する．なお，ユーザ発話に対する音声認識結

果の確認に関わるフローについても，「○×でよろし

いですか？」というシステム応答であるガイダンスに

対してユーザが思考し，「はい」または「いいえ」と

いう発話を行う入力応答となる．したがって，このよ

うな音声認識結果の確認に関わるフローについても，

図 3 に示す入力応答によってモデル化可能である．

2.4 スケーラビリティ決定要因

図 3 において，スケーラビリティ算出に影響を与え

るサーバ処理が行われる部分は，音声のエンコード・

デコードおよび音声認識処理，対話処理である．した

がって，あるユーザの音声対話タスクを処理するすべ

ての期間においてサーバ処理が必要ではなく，2つの

入力応答間の思考期間や送受信の通信遅延期間にお

いてはそのユーザに関わる処理負荷を考慮する必要は

ない．

一般に，1 台のサーバが w 人の音声対話処理が可

能なとき，x 人の音声対話処理を行うためには x/w

台のサーバが必要であると考えられる．しかしながら

上述の理由により，1台のサーバが同時処理可能な音

声認識処理または対話処理の重複個数と，x 人が音声

対話サービスにアクセスする際に音声認識処理または

対話処理が完全に重なるユーザ数とを分けて検討する

必要がある．

本論文では，前者をサーバ処理能力，後者を完全重

複ユーザ数と呼ぶ．

3. スケーラビリティ評価モデル

本章では，サーバ処理能力および完全重複ユーザ数

を推定し，それらとサービス用件から定義される許容

値との関係からシステムスケーラビリティを評価する

モデルを提案する．

3.1 サーバ処理能力推定手法

サーバ処理能力とは，完全に同時に処理可能な音声

認識処理または対話処理である．しかしながら，ここ

での “処理可能”であることの意味を定義する必要が

ある．システムの処理能力を表す最も重要な指標は，

スループット（システムが単位時間あたりに処理する

ことのできる処理要求件数）とターンアラウンドタイ

ム（処理を要求してから処理結果が出てくるまでの時

間）であるといわれている30)．なお，図 2 に示すよう

なサーバ間負荷分散を行う場合には，負荷分散手法の
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違いや，ユーザ発話の到着間隔などに応じて負荷分散

処理自体がオーバヘッドとなり，スループットなどの

システムパフォーマンスに影響を与えるといわれてい

る17),31)．しかしながら，負荷分散処理のオーバヘッ

ドについては負荷分散手法の選択に影響を受けるため，

簡単のため本論文では負荷分散処理のオーバヘッドを

考慮しないこととする．

まずスループットについて考える．サーバでは有限

の CPU処理時間を各ユーザの処理に割り振ることで

音声対話処理を実行する．サーバの処理能力に余裕が

ある状態では，到着するユーザ発話に対して即座に処

理を開始できるため，到着するユーザ発話の頻度（同

時処理ユーザ数）と応答処理数は比例関係にある．し

かし，ユーザ発話の到着頻度がサーバの処理能力を超

えた状態では，到着したユーザ発話は待ち行列に保持

され，サーバが処理可能となった段階で逐次処理に移

されることとなる．この段階では，到着するユーザ発

話の頻度（同時処理ユーザ数）と関係なく，応答処理

数はサーバの処理能力に応じて一定値ないしは減少す

ると考えられる．すなわち，NC 台のクライアントか

らサーバに対して，思考や送受信の期間を除外した間

断のない発話を繰り返し送信した際の，サーバの応答

間隔 IR(NC) と IR(NC +1) との t 検定を行い，t の

実現値 t(NC) を式 (1)によって算出する．そして，式

(2)に示される，有意水準 α%での有意な差が観測さ

れなくなった最小のクライアント数 NC が飽和クライ

アント数であり，それが 1台のサーバで処理可能な完

全に重複する入力応答数（NS）であるといえる．な

お，nNC はクライアント数 NC における応答間隔計

測データ数を示し，s2
NC
はクライアント数 NC にお

ける応答間隔計測データの分散を示す．また，t(NC)

は IR(NC) と IR(NC + 1) との t 検定の結果として

算出される t の実現値を示す．

J(NC) =
√

nNC s2
NC

+ nNC+1s2
NC+1

K(NC) =
IR(NC) − IR(NC + 1)

J(NC)

L(NC) = nNC nNC+1(nNC + nNC+1 − 2)

t(NC) = K(NC)

√
L(NC)

nNC + nNC+1
(1)

t(NS) < tα (2)

次にターンアラウンドタイムについて考える．音声

対話はテキストベースのインタフェースと比較してイ

ンタラクション性が非常に高いため，ユーザの発話に

対するシステム応答の遅延がサービスの快適性，ひい

ては有効性に大きな影響を与えることとなる．また，

システムの状態をユーザに通知するという観点から

も処理時間は重要なパラメータであるといわれてい

る24),32)．ユーザが認識可能な応答遅延は，図 3 に示

す発話が終了してからシステム応答が開始されるまで

の時間Aである．許容できる応答遅延時間（TM）は

サービスによって異なるが，図 3 中の B～E から構

成される．

B：音声コーデック処理時間 図 3で網掛けをした計

4カ所に存在する．コーデックの種類や端末の処

理能力に依存するが，一般的に微少な時間である．

C：送受信時間 無線通信とインターネットを経由し

て音声データを電送する際の遅延時間である．一

般的に，無線通信区間の遅延と比較してインター

ネットのバックボーンにおける遅延は微少な時間

となる．

D：音声認識遅延時間 音声認識処理におけるリアル

タイム処理からの遅れ時間である．同時処理数に

比例して増加する．

E：対話処理時間 音声認識結果に基づいて，次に

ユーザに通知するガイダンスを決定し，そのガ

イダンスを音声合成する時間である．

ユーザが認識可能な応答遅延についても，応答間

隔と同様にサービスログにより計測可能である．た

だし，応答遅延の分散を考慮して，NC 台のクライ

アントからの発話要求に対して，遅延時間の平均値

（T (NC)）ではなく，上側 r%の計測値が満足する遅

延時間（Tr(NC)）が許容遅延時間（TM）を超えない

ND をターンアラウンドタイムの観点からのサーバの

処理能力であると定義する．なお r については文献値

を参考として，本論文では r = 95%とする33),34)．

T (ND) < Tr(ND) < TM (3)

ND は，式 (2)の NS をサービス性の観点から拘束

する値であり，ND と NS のうち小さい値がサーバ処

理能力を決定する同時処理数となる．

3.2 完全重複ユーザ数推定手法

本節では，同時にタスクを実行しているユーザ数と，

ユーザの思考や送受信時間を除いたサーバ処理が完全

に重複する処理数との関係について議論する．

ユーザがある音声対話サービスを開始してから完了

するまでのタスク時間（TT）中に n 回の入力応答を

繰り返したとすれば，発話間隔（IU）は IU = TT /n

と表すことができる．本論文では，ユーザ数が数百の

サービスを対象として議論するため，サーバに到着す

るユーザの音声対話要求の間隔はある程度平均化され

ると考えられる．そこで簡単のため，完全重複ユーザ
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数のモデル化にあたり，発話間隔は上側 95%の計測

値ではなく平均値を用いるものとする．したがって，

数人の被験者について平均を求めた発話間隔（IU）に

より，x 人のユーザがタスクを実行している場合に，

すべての入力応答の発話間隔（IAll）は式 (4)で表さ

れる．

IAll =
IU

x
=

TT

n · x (4)

3.3 スケーラビリティ評価モデル

本節では，前節までの議論を受けてスケーラビリ

ティを推定するモデルを考察する．ユーザがある発話

を開始してから，次の発話を開始するまでの時間であ

るユーザの発話間隔（IU）は，ユーザの観点から以下

の 4つに分類される．すなわち，ユーザが認識語彙を

発声する “1)ユーザ発話時間”，音声認識処理時間や

合成処理時間，通信遅延時間などが含まれる “2)シス

テム応答待機時間（図 3 のA）”，システム応答がユー

ザに対して再生される “3)システム応答時間”，次の

発話内容をユーザが思考する “4)ユーザ思考時間”で

ある．これらの構成要素は時相的に重複しないとは限

らず，2)システム応答待機時間や 3)システム応答時

間において 4)ユーザが思考することも可能であり，構

成要素の時相的重複が存在する．しかしながら，音声

認識失敗時のシステム応答や検索完了時のシステム応

答に対しては，ユーザはシステム応答を待って思考す

ることが要求される．このような場合，3)システム応

答時間と 4) ユーザ思考時間の重複は存在するが，2)

システム応答待機時間と 4)ユーザ思考時間の重複は

困難であると考えられる．そこで，本論文では簡単の

ため，ユーザは必ずシステム応答を待って思考を開始

するとし，1)ユーザ発話時間，3) システム応答時間

および 4)ユーザ思考時間は 2)システム応答待機時間

に影響を受けないものとして考える．このような条件

下においては，式 (2)，式 (3)に示されるサーバ処理

能力限界である NS 台，ND 台のうち小さい方（拘束

条件の厳しい方）を NA 台とすれば，この NA 台の

クライアントからの要求を処理する状況では，式 (3)

に示される遅延が発生する．したがって，式 (4)に示

される各ユーザの発話間隔は，各入力応答に生じる遅

延時間分増加することとなる．式 (4)に示される発話

間隔は x 人のユーザに対する演算であるので，式 (3)

に示される平均遅延時間（T (NA)）を考慮すると，補

正発話間隔（I ′
All）は式 (5)で表される．

I ′
All =

IU + T (NA)

x
(5)

ここで，NS 台のクライアントからの要求を処理する

際には，サーバの応答間隔は式 (2)に示す IR(NS) と

なる．したがって，I ′
All の間隔での要求に応答するた

めに必要なサーバ台数 y は式 (6)によって推定される

ことになる．

y =
IR(NS)

I ′
All

=
x · IR(NS)

IU + T (NA)
(6)

4. 計測による検証

本章では，特にカーナビゲーション装置でのサービ

スとして採用例の多い，レストラン検索および駐車

場検索をサービス例として，提案モデルによる音声対

話システムのスケーラビリティ推定の実現性検証を試

みる．

4.1 計 測 条 件

以下に計測条件として，対象としたサービス内容お

よびサーバ処理能力計測と完全重複ユーザ数計測の条

件と計測方法について示す．

4.1.1 対象とする音声対話サービス

対象サービスとする “レストラン検索” および “駐

車場検索”においては，検索の基点となる場所の指定

と検索条件の指定とともに，それら入力に対する確認

（はい or いいえ）を行うものとする．場所の指定は

“現在地”または “目的地”とし，検索条件については，

“和食”や “イタリア料理”または “（基点から）500m

以内”や “（1時間あたり）400円以内”といった条件を

1つまたは 2つ指定するものとする．また，プリフィッ

クスやサフィックスについてもある程度対応すること

で，柔軟性のある音声対話を想定する．したがって，

たとえば「えーと，ラーメンかイタリア料理が食べた

い」や「800m以内で 300円以下で探して」といった

発話を受理可能とする．さらに，多くのナビゲーショ

ンシステムにおける音声入力と同様に，ユーザ発話に

対する音声認識結果の確認も音声による「はい」/「い

いえ」の発話によって入力を確定するものとする．

4.1.2 サーバの処理能力測定条件

音声認識・合成およびシナリオ処理を行う 1 台の

サーバに対して，1～8 台のクライアントから間断な

く音声対話処理要求を行う．ここで，間断なくとは，

あるクライアントは音声認識要求に対する応答（合成

された音声）を受け取った次の瞬間に次の音声認識要

求を送信する，という状況とする．本計測実験におけ

るシステムログから，サーバが受理したユーザ発話の

頻度および入力応答遅延時間を取得する．ただし，無

線伝送遅延については変動要素が大きいため，無線伝

送遅延のみ別に計測するものとし，サーバの処理能力

計測実験においては有線 LAN接続（100Base/T）と



Vol. 46 No. 9 音声対話システムにおけるスケーラビリティ評価モデルの検討 2275

図 4 サーバ応答間隔の推移
Fig. 4 Server response interval time.

した．なお，本計測実験では Pentium 4 3.06GHzの

CPUを搭載し，1.0GBのメモリを積んだ PCをサー

バとして使用した．

4.1.3 完全重複ユーザ数測定条件

対象サービスとする “レストラン検索”および “駐車

場検索”に対して，処理遅延が最小となる 1クライア

ント接続条件で被験者が音声対話を行った際の発話間

隔を計測する．被験者はシステム操作に習熟したユー

ザと簡単なインストラクションを受けただけの初心者

ユーザそれぞれ 10人の合わせて計 20人とした．

4.2 計 測 結 果

以下にサーバ処理能力および完全重複ユーザ数計測

実験の結果を示し，提案モデルを適用したスケーラビ

リティ評価を行う．

4.2.1 サーバ処理能力測定結果

サーバが受理したユーザ発話間隔，すなわちサーバ

の応答間隔の測定結果を図 4 に示す．

横軸に同時処理を行うクライアント数，縦軸にサー

バ応答間隔の平均を秒で示している．サーバ応答間隔

はクライアント数の増加とともに減少していき，クラ

イアント数 7のあたりで飽和していると読み取れる．

このときのクライアント数増加にともなう t 検定の有

意確率を表 1 に示す．

有意確率はクライアント数に比例して増加していく

が，クライアント数 7と 8の比較において初めて 5%を

超えており，この 2つのクライアント数における応答

間隔に有意な差が存在せず，応答間隔が飽和している

と考えられる．したがって，1台のサーバが同時に処

理可能なクライアント数（NS）は 7であり，そのと

表 1 サーバ応答間隔の t 検定有意確率
Table 1 The t-test value of server response interval time.

client numbers significance

of comparison probability

1 and 2 approximately 0

2 and 3 2.492 × 10−104

3 and 4 2.531 × 10−12

4 and 5 5.904 × 10−34

5 and 6 3.219 × 10−9

6 and 7 5.648 × 10−5

7 and 8 2.493 × 10−1

図 5 サーバ応答遅延の平均と 95%値の推移
Fig. 5 The average and 95% value of server response

delay time.

きのサーバ応答間隔（IR(7)）は図 4 から 770msecで

あるといえる．

一方，サーバ応答遅延の測定結果を図 5 に示す．

図 5 では，横軸に同時処理を行うクライアント数，

縦軸に遅延時間の平均値と標準偏差および 95%のデー

タを満たす遅延時間（T0.95(ND)）を示す．4クライア

ント程度までの遅延時間は横ばいであるが，その後急

激に立ち上がりサーバ処理能力の限界に近づいている

ことが示されていると考えられる．また，無線区間と

インターネット区間を含めた伝送遅延を計測したとこ

ろ，平均 380msec，95%値で 450msecであった．し

たがって，図 5 に示す遅延時間に往復の通信遅延とし

ての 900msecを加えた値が，図 3 に示すユーザが認

識可能な遅延時間 Aとなる．許容可能な応答遅延時

間（TM）を約 4秒と設定した場合，サービス性の観

点から決定されるサーバが同時処理可能なクライアン

ト数は 7クライアントであるといえる．
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表 2 被験者評価による発話間隔と発話時間割合
Table 2 The utterance interval and the utterance

occupied ratio.

レストラン検索 駐車場検索
タスク時間（sec） TT 99.6 99.9

発話回数（回） n 6.43 6.41

発話間隔（sec） IU 15.48 15.58

発話時間割合（%） 8.23 11.0

4.2.2 完全重複ユーザ数測定結果とスケーラビリ

ティ評価

被験者評価による発話間隔および発話時間割合の計

測結果を表 2 に示す．レストラン検索と駐車場検索

の利用頻度がほぼ同程度であるとして，表 2 における

2つのサービス例の発話間隔の平均である 15.53秒お

よび式 (4)より，x 人のユーザがタスクを実行してい

る際の発話間隔は 15.53/x 秒となる．前節に示した

TM = 4 秒の場合には，平均遅延時間は図 5 の 7クラ

イアントの平均値 1.38秒と通信遅延の平均 760msec

（380msec× 2）の和である 2.14秒となる．そこで式

(5)に示される補正発話間隔（I ′
All）は，式 (7)で表さ

れる．

I ′
All =

15.53 + 2.14

x
=

17.67

x
(7)

前節で計測結果から導いたように，同時処理可能な

飽和クライアント数（NS = 7）におけるサーバ応答

間隔（IR(7)）は 770msecであるため，式 (6)を用い

て TM = 4 秒とした場合の x 人のユーザからの入力

応答を処理可能なサーバ台数（y）は式 (8)に示す値

となる．

y =
IR(NS)

I ′
All

= 4.36x × 10−2 (8)

したがって，x = 100 の場合は y = 4.36 である

ので 5 台のサーバが必要となり，x = 500 の場合は

y = 21.79 であるので 22 台のサーバが必要になると

算出される．

5. ま と め

本論文では，モバイル環境における大規模ユーザ数

を扱う音声対話サービスを対象として，システムス

ケーラビリティを推定するモデルを提案した．提案モ

デルは，スループットおよびターンアラウンドタイム

から推定されるサーバ処理能力と，サービスにおける

ユーザ発話間隔から推定される完全重複ユーザ数に着

目することでスケーラビリティの評価を行う．サーバ

処理能力は t 検定によって検出されるターンアラウ

ンドタイムの飽和および，一定割合の遅延時間が要求

値を超えないことの双方を満たすように算出される．

一方，完全重複ユーザ数は，対象とするサービスの音

声対話におけるユーザの発話間隔および想定する同時

接続ユーザ数より算出される．そして，サーバの応答

遅延時間による補正発話間隔を算出し，サーバ処理能

力とによってサービスに必要なサーバ台数が算出され

る．最後に “レストラン検索”と “駐車場検索”という

サービス例について提案モデルの適用可能性検証実験

を行い，サービス要件に応じたシステムスケーラビリ

ティの推定可能性を示した．

今後の課題としては，各種の負荷分散手法を適用し

た複数サーバによる実環境での負荷分散オーバヘッド

を考慮した提案モデルの評価や，他のサービス例によ

るユーザ発話間隔の調査を行うことで，提案モデルの

カバー範囲を明確化するとともに，より実サービスに

近いフィールドにおける検証を行う必要がある．また，

完全重複ユーザ数が数十のサービスにおける発話間隔

や遅延時間のモデル化，各種のサーバ間負荷分散手法

に対する適性などについても検討を深める必要がある．
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